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平成23年6月2目

都道府県医師会　介護保険担当理事　　殿

目本医師会常任理事

　　三上　裕司

東日本大震災に対処するための要介護認定等有効期間の

　　　　　特例に関する省令の施行について

　本年5月24目付（介27）「東日本大震災の被災者等に対する要介護認定等の取扱いについ

て」にてお知らせいたしましたとおり、現在、要介護認定等の更新時期に達した方が申請を

できない場合については、従前通り介護サービスの提供を継続し、災害等が落ち着いた後、

1ヶ月以内に限り更新申請が行える取扱いとされております。

　しかしながら、被災地等で実際に更新申請ができるようになるまでに、更新申請の件数が

積み重なること等により、事務処理が膨大となる等の課題があります。

　このため、被災地等において震災後に要介護認定等の更新時期に達する者については、市

町村判断で従来の有効期間の満了目を最大12ヶ月延長することができる特例省令が公布さ

れ、本年5月27日より施行されることとなりました。

　当該措置の対象については、東目本大震災に際し、災害救助法が適用された地域（東京都

の区域を除く。）内に住所を有する要介護認定等を受けている被保険者であって、本年3月11

目から平成24年3月31日までの間に有効期間が満了する被保険者とされております。

　また、今般の特例省令に係る通知の発出に伴い、当該措置に関する疑義解釈が発出されま

したので、併せてお送り申し上げます。

　つきましては、災害対応等でお忙しいところ恐縮ですが、貴会におかれましても本内容を

ご了知いただき、貴会傘下の郡市区医師会への情報提供を宜しくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　（添付資料）

・「東日本大震災に対処するための要介護認定有効期間及び要支援認定有効期間の特例に関する省令の

施行について」の送付について

　（平23．5．27　老老発0527第1号　厚生労働省老健局老人保健課長通知）

・東日本大震災に対処するための要介護認定有効期間及び要支援認定有効期間の特例等について
（疑義解釈）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上



㊥
老老発0527第1号
平成23年5月27日

社団法人日本医師会会長

　原中　勝征　殿

　　　　　　　　　　　　　潭鞭講

厚生労働省老健局老人保健課毫櫨譜尼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　量

「東日本大震災に対処するための要介護認定有効期間及び要支援認定有効期間

　　　　　の特例に関する省令の施行について」の送付について

　標記につきましては、別添の通知を平成23年5月27日付けで各都道府県

知事宛て送付しましたので、お知らせいたします。

　つきましては、通知の趣旨をご理解の上、引き続きご協力下さいますよう

お願い申し上げます。



着発0527第3号
平成23年5月27β

各都道府県知事殿

厚生労働省老健局壬

醤蜥働
彊膣冒
，矯慶…．

東日本大震災に対処するための要介護認定有効期間及び要文援認定有効期間

　　　　　　　　の特例に関する省令の施行について

　東日本大震災に対処するための要介護認定有効期間及び要支援認定有効期間の特例

に関する省令（平成23年厚生労働省令第66一賎以下「特例省令達という。）が、

本日公布及び施行されたところである。

　制定の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、貴職においてぽその冒御了知の

上、貴都道府県内の市町村等の保険者への周知徹底を図られたい。

記

1　特例省令の内容

（1〉要介誰認定有効期間及び要支援認定有効期間について（第1項関係）

　1東責木大震災に際し災害救助法（昭和22年法｛彰1駁18号）が適期され・た市町

村の区域（東京都の区域を除く。）内に住所を有する被｛瓢ミ者に係る要介護認定有

効期間（介護保険法施行規測（平成I！年厚生省令第36号急以下r規則」というも）

第38条第1項に規定する要介講認定有効期間をいう。以下同じ。）及び要支錘認

定有効期間（親鍵第52条錦1項に規定する要支援認定有効廟問をいう。以下同じ。）

については、従来の期間に新たに十二月間までの範露内で市町けが定める期間を合

算すること。



（2）当該措置の文橡について（第2項関係）

　当該措置は、平成23年3月11日から平成24年3月31日までの間に第1項

の規定の適用がないとしたならば満了する要介護認定有効期間及び要支援認定有効

期間について適用すること。

2　施行期日

　特例省令は、公布の日から施行すること。
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七
）
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O
不
動
産
登
記
規
則
第
三
十
六
条
第
一
項
第
ﾐ

　
二
号
等
の
規
定
に
基
づ
き
登
記
所
を
指
定
ﾐ

　
す
る
件
（
同
二
六
八
）
ﾐ

O
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件
ﾐ

　
　
（
同
二
六
九
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O
株
式
会
社
日
本
政
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金
融
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法
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則
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ﾐ
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五
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定
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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ﾐ
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令
第
十
九
号

　
法
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
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二
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三
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用
す
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む
。
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昭
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三
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八
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す
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。
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。
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業
豊
記
の
事
務
（
商
業
登
記
法
第
十
条

　
　
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
交
付
の
請
求
に
係
る
事
務
を
除
く
。
）
は
、
さ
い
た
ま
地
方
法
務
局
で
取
り
扱
わ
せ
る
。

　
　
第
十
三
条
第
一
項
中
「
明
石
支
局
」
の
下
に
「
、
龍
野
支
局
、
柏
原
支
局
」
を
加
え
る
。

　
　
第
二
十
一
条
中
「
小
松
支
局
」
を
「
七
尾
支
局
、
小
松
支
局
及
び
輪
島
支
局
」
に
、
「
及
び
」
を
「
並
び
に
」
に
改

　
め
る
。

　
　
第
三
十
八
条
第
一
項
中
「
及
び
湯
沢
支
局
」
を
「
、
湯
沢
支
局
及
び
大
曲
支
局
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
横

　
手
支
局
」
を
「
大
曲
支
局
」
に
改
め
る
。

　
　
第
三
十
九
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
第
三
十
九
条
　
青
森
地
方
法
務
局
八
戸
支
局
及
び
五
所
川
原
支
局
の
管
轄
に
属
す
る
商
業
登
記
の
事
務
（
商
業
登
記

　
　
法
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
交
付
の
請
求
に
係
る
事
務
を
除
く
。
）
は
、
青
森
地
方
法
務
局
で
取
り
扱
わ
せ
る
。

第
三
条
　
公
証
人
定
員
規
則
（
昭
和
二
十
四
年
法
擁
府
令
第
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

裂
秋
田
の
項
中
「
團
目
H
□
」
を
削
る
．

第
四
条
　
人
権
擁
護
委
員
協
議
会
、
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
及
び
全
国
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
組
織
規
程
（
昭
和
二
十

　
四
年
法
務
府
令
第
四
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
別
表
第
一
さ
い
た
ま
人
権
擁
護
委
員
協
議
会
の
項
組
織
の
区
域
柵
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

下
た
ま
地
方
法
務
局
の
戸
尊
公
擁
す
る
憂
域
　
　
　
　
一

　
　
別
表
第
一
大
宮
人
権
擁
護
委
員
協
議
会
の
項
を
削
る
。

　
　
別
表
第
一
越
谷
人
権
擁
護
委
員
協
議
会
の
項
組
織
の
区
域
欄
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

τ
諸
方
蕎
越
書
の
戸
籍
及
び
公
寵
す
鳶
区
域
　
　
　
一

　
　
別
表
第
一
横
手
人
権
擁
護
委
員
協
議
会
の
項
を
削
る
。

　
　
　
附
則

　
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
三
年
六
月
二
十
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
そ
れ
ぞ
れ

当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
一
　
第
二
集
中
登
記
事
務
委
任
規
則
第
一
一
．
条
の
改
正
規
定
並
び
に
第
四
桑
中
別
表
第
一
さ
い
た
ま
人
権
擁
韻
委
員
協

　
　
議
会
の
項
、
大
宮
人
権
擁
護
委
員
協
議
会
の
項
及
び
越
谷
人
権
擁
護
委
員
協
議
会
の
項
の
改
正
規
定
　
平
成
二
十

　
　
三
年
六
月
六
日

　
二
　
第
二
条
中
登
記
事
務
委
任
規
則
第
一
一
十
九
条
の
改
正
規
定
　
平
成
二
十
三
年
六
月
十
三
日

○
厚
生
労
働
省
令
第
六
十
五
号

　
薬
事
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
四
十
五
号
）
第
九
条
第
一
項
、
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
六
条
の
五
、

第
三
十
六
条
の
六
第
二
項
及
び
第
三
項
並
び
に
薬
事
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
六
十
九
号
）

附
則
第
二
条
、
第
三
条
第
一
項
、
第
五
条
及
び
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
薬
事
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
　
平
成
二
十
三
年
五
月
二
十
七
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
細
川
律
夫

　
　
　
薬
事
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
｝
部
を
改
正
す
る
省
令

　
薬
事
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
十
一
年
厚
生
労
働
省
令
第
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

　
附
則
第
二
十
三
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
二
十
四
条
第
一
項
、
第
二
十
五
条
か
ら
第
二
十
七
条
ま
で
、
第
二
十
八

条
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
二
十
九
条
か
ら
第
一
一
．
十
一
条
ま
で
の
規
定
中
「
平
成
二
十
三
年
五
月
三
十
一
日
」
を

「
平
成
二
十
五
年
五
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

　
　
　
附
　
則

　
こ
　
省
η
は
、
公
布
の
目
か
ら
施
行
す
る
。

垣
生
労
働
省
A
－
第
⊥
ハ
十
占
ハ
ロ
万

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
二
十
八
条
第
一
項
（
同
条
第
十
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

冒
む
。
）
及
び
第
三
十
三
条
第
一
項
（
同
条
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
東
日
本
大

災
に
対
処
す
る
た
め
の
要
介
護
認
定
有
効
期
間
及
び
要
支
援
認
定
有
効
期
間
の
特
例
に
関
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に

　
め
る
。

　
平
成
二
十
三
年
五
月
二
十
七
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
細
川
　
律
夫

　
　
東
日
本
大
震
災
に
対
処
す
る
た
め
の
要
介
護
認
定
有
効
期
間
及
び
要
支
援
認
定
有
効
期
間
の
特
例
に
関
す
る
省

　
　
令

－
　
東
日
本
大
震
災
に
際
し
災
害
救
助
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
十
八
号
）
が
適
用
さ
れ
た
市
町
村
の
区
域
（

京
都
の
区
域
を
除
く
。
）
内
に
住
所
を
有
す
る
被
保
険
者
に
係
る
要
介
護
認
定
有
効
期
間
（
介
護
保
険
法
施
行
規
則
（
平

成
十
一
年
原
生
省
令
第
三
十
六
号
。
以
下
「
規
則
」
と
い
う
。
）
第
三
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
要
介
護
認
定
有

期
閻
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
要
支
援
認
定
有
効
期
間
（
規
則
第
五
十
二
条
第
】
項
に
規
定
す
る
要
支
援
認
定

効
期
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
係
る
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
百

表
の
中
柵
に
掲
げ
る
字
句
は
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

含準第項第 含準第項第 合拳第項第 含準第項第
む用二（五」す項第十 響　　二（五　　項第十 む用二（三」す項第十 む用二（三」す項第十

るに五二 るに五二 るに四八 るに四八
場お十条 場お十条 場お十条 場お十条
合い五第 合い五第 合い一第 合い一第
をて条二 をて条一 をて条二 をて条一

同 る第 同 る第
項 期一 項 期一
第 間号 第 間号
二 をに 二 をに
口
写 合掲 号 合掲
の 算げ の 算げ
期 しる 期 しる
間 て期 間 て期

得間 得間
たと たと
期第 期第
間二 間二
号 口

写

に に

掲 掲
げ げ

得囲同 間市る第 得囲同 間市る第
た内項期で第 翻喜

た内項期で第 町期一

ｺ間号
間市二 が並に 間市二 が並に
町号

ｺの

定ぴ掲めにげ 町号

ｺの
礫浮

が期 る十る が期 る十る
定間 期二期 定間 期二期
めと 間月間 めと 間月間
る十 を間及 る十 を間及
期二 合まび 期二 合まび
間月 算で第 間月 算で第
を間 しの二 を間 しの二
合ま て範号 合ま て範号
算で 得囲に 算で 得囲に
しの た内掲 しの た内掲
て範 期でげ て範 期でげ



5563号
幸
長官金曜日平成23年5月27日3

一三登　　金　　O 一＋o正　匡L」 を員　　O 2
一五録　　監政政
縺Z番平査治治三三号成人資資　　　二の金金

p氏圭鍵整　　　年を法化

し
お
か
ぜ

嚢
局
の
名
称

笙平駿雛翫一
�ｬ次務局省は告附　　に
ﾌ二の省運告　・示　　　改
¥十よ告用示平は則　　顔　♂
�Oう示規第成　’
沐Nに第則百二平　　　同

第
一
口
写
の
表
四
百

　次会道国
�V萎二う第通安十に十法委三改六（貝年正号昭会

こ
　
適
の
　
用
前
者
附
が
項
令
　
　
な
の
は
則
い
規
’
　
と
定
公

難名講謡　　　二し和会二二　　十た二告

し
お
か
ぜ

呼
出
名
称

の五改八（九十成　　　表よ月正号昭十三二　　　四

D建套塾　勇改七。邦十　月年　　　古

⊥
ノ
、
十
八
口
弓
の

五す（和告
獅體ｹ三示二。路十第十　交五十七　通年三

　　しは
z　　た　’

ﾌ　　な平
冝@　ら成か　　ば二

轣@満十

：
1
麺
盲
辮
・
・
月
　
　
と
律
号
三
二
日
　
　
お
第
〇
二
　
　
　
り
百
　
　
　
　
公
九
政
政
　
　
　
告
十
難
諜

A　A　A

O三三
d　E　E

Z六五、　　　　、　　　　、

黶Z九三二八五〇五

AAAO三三
d　E．E

Z五五、　　　　、　　　　、

Z九九四六五五五五

電
波
の
型
式
及
び
周
波
数
（
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三
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か
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午
後
十
一
時
三
十
分

か
ら
午
前
六
時
ま
で

刻
（
中
央
標
準
時
に
よ
る
」

　　　　　　＿　　　め　　る四

久
喜
市
菖
蒲
町
か
ら
同
市
下
早
見

八
王
子
市
．
か
ら
北
本
市
ま
で

委　専基員　用づ

�@道き
ﾏ　　路　’
�@　を平良　　指成

@　定十
�@　す一
�@　る年
@　件国
ｰ　）家成　　の公

@　一安

認三
闖¥
L一
�ﾚ
冾ﾜ
ﾔで
ﾉのﾂ問いに

ﾄ前
K項
pの
ｷ規

資 の二　　　改 ま 部委
る定。の

三三三三三登
九九九九九録
二二二二二番
六五四三二号

O
政
治
資
金
適
正
化
委
員
会
告
示
第
三
十
騨
号

　
政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四

号
）
第
十
九
条
の
二
十
四
の
規
定
に
基
づ
き
、
登
録
政
治

資
金
監
査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者
を
次
の
と
お
り
公
告
す

る
。
平
成
二
十
三
年
五
月
二
十
七
日

　
　
政
治
資
金
適
正
化
委
員
会
委
員
長
　
上
田
　
廣
一

　
　
　
　
　
　
登
録
年
月
日

二
三
、

二
三
、

一一

O
、

一一

O
、

三
二
、

四四四四四†・・…　　月

一一一＿＿
八八八八八

騙欝纈氏

靴箆趨名

O
法
務
省
告
示
第
二
百
六
士
八
号

　
大
阪
市
都
島
区
役
所
保
存
の
次
の
除
籍
の
一
部
が
滅
失

し
た
。

　
平
成
二
十
三
年
五
月
二
十
七
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
法
務
大
臣
　
江
田
　
五
月

大
阪
市
北
区
東
野
田
町
一
丁
目
六
十
四
番
地

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
西
田
　
コ
マ

O
法
務
省
告
示
第
二
百
六
十
七
号

　
大
阪
市
都
島
区
役
所
保
存
の
次
の
除
籍
の
一
部
が
滅
失

し
た
。

　
平
成
二
十
三
年
五
月
二
十
七
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
法
務
大
臣
　
江
田
　
五
月

大
阪
府
北
区
相
生
町
百
三
十
二
番
屋
敷
　
　
阿
部
庄
コ
．
鼻

O
法
務
省
告
示
第
二
百
六
十
八
号

　
不
動
産
登
記
規
則
（
平
成
十
七
年
法
務
省
令
第
十
八
号
）

第
三
十
六
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
二
項
第
二
号
並
び
に

第
百
九
十
三
条
第
五
項
第
二
号
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
規

則
及
び
他
の
省
令
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
並

び
に
同
規
則
第
二
百
三
十
八
条
第
五
項
第
二
号
、
抵
当
証

券
法
施
行
細
則
（
昭
和
六
年
司
法
省
令
第
二
十
二
号
）
第

二
十
二
条
第
一
項
第
二
号
、
鉱
害
賠
償
登
録
規
則
（
昭
和

三
十
年
法
務
省
令
第
四
十
七
号
）
第
十
一
条
第
五
項
第
二

号
及
び
第
二
十
条
第
二
号
、
船
舶
登
記
規
則
（
平
成
十
七

年
法
務
省
令
第
二
十
七
号
）
第
二
十
一
条
第
一
項
第
二
号

及
ぴ
第
四
十
五
条
第
五
項
第
二
号
、
農
業
用
動
産
抵
当
登

記
規
則
（
平
成
十
七
年
法
務
省
令
第
二
十
九
号
）
第
一
一
十

六
条
第
五
項
第
二
号
並
び
に
建
設
機
械
登
記
規
則
（
平
成

十
七
年
法
務
省
令
第
三
十
号
）
第
三
十
一
条
第
五
項
第
二

号
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
登
記
所
を
指
定
す
る
。

　
平
成
二
十
三
年
五
月
二
十
七
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
法
務
大
臣
　
江
田
　
五
月

　
登
　
　
記
　
　
所
　
　
　
指
定
の
効
力
が
生
ず
る
日

騙
購
畿
轍
平
成
、
、
＋
三
年
六
月
六
日

す
る
省
令
（
平
成
二
十
三

年
法
務
省
令
第
十
九
号
）

1灘雛難難1難灘灘灘
　　　　　　　　　　　　　日而　　　　　　　　　　　日＿　　　　　　　　　　　日　．　　　　　　　　　　　日



東日本大震災に対処するための要介護認定有効期間及び要支援認定

　　　　　　有効期間の特例等について（疑義解釈）

（認定有効期間の取扱い）

1　今回の特例を適用し、認定有効期間を延長する場合、被保険者から事前に同意を得

る必要があるのか。

（答）

　事前の同意は不要であるが、延長期間中に要介護状態区分等が変化したと疑われる

場合には区分変更申請が可能であることを周知する等、被保険者への通知にあたって

は十分な配慮をお願いしたい。また、認定有効期間を延長することについて被保険者

への通知を行っていただきたい。

2．今回の特例を適用する場合、被保険者への通知はどのように行うのか。

（答）

　可能な限り、通常の要介護認定等の結果通知と同様の方法で、被保険者への通知を

行っていただきたい。ただし、通知が困難な特別の事情がある場合については通常の

結果通知と異なる方法により行って差しつかえない。

3．今回の特例を適用する場合、被保険者への通知はどのタイミングで行うべきか。例

　えば、平成23年9月に有効期間を満了する被保険者への延長の通知を今行っても良い

　か。

（答）

　可能な限り認定有効期間が満了する1ヶ月前までに行っていただきたい。

4．前回の認定有効期間の満了にあたり、要介護状態区分等が変化していることが推測

される場合、どのような取扱いとすべきか。

（答）

　個々の被保険者の状態に応じて対応をお願いしたいが、例えば原疾患の悪化等によ

り要介護状態区分等が明らかに変化していることが推測される場合等については、認

定有効期間を延長せずに認定有効期間を満了させ、市町村判断で特例居宅介護サービ

ス費等の支給に切り替えることも可能である。

5．今回の特例を適用して以降、被保険者の要介護状態区分が変化していると推測され

る場合についてはどのような取扱いとすべきか。

（答）



通常の区分変更申請として取扱いいただきたい。

6．今回の特例を適用して6ヶ月間有効期間を延長し、平成24年3月31目までに有効

期間の満了を迎えた場合、再度認定有効期間を延長することが可能か。

（答）

　再度の延長はできない。

（委託の取扱い）

7．避難者の要介護認定に関して、「避難所等における介護保険サービス確保のための取

扱いについて」（平成23年4月18目老健局介護保険計画課長ほか事務連絡）において、

避難前の市町村から避難先市町村に認定に係る事務の委託を行うことにより、要介護認

定事務を代行できる取扱いが示されているが、この事務の委託にあたっては議会承認等

の手続きが必要となるのか。

（答）

　各種手続きを簡素化するなど、柔軟な取扱いとされたい。


